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略 例
証
明

耐震安全性に係る安全審査指針類耐震指針類

平成25年7月8日に施行された，「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規

則」及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則」等

新規制基準

島根原子力発電所1号機，2号機及び3号機

（なお，特定の基を示すときは，例えば「本件原子力発

電所1号機」と表す｡）

本件原子力発電所

本件原子力発電所の敷地本件敷地

原子力安全委員会耐震安全性評価特別委員会地震・

地震動評価委員会及び施設健全性評価委員会ワーキン

グ・グループ3

WG3

＝－
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は じめに

被告中国電力株式会社（以下「被告中国電力」という。）は，準備書

面1において，耐震指針類の改訂に伴い行った本件原子力発電所3号機

の地震に係る安全性の確認に当たり，本件敷地周辺の活断層評価につい

て，同号機の設計後に得られた知見も踏まえ，文献調査，変動地形学的

調査，地表地質踏査，地球物理学的調査等の調査を実施するなどして検

討を行った結果，宍道断層については，耐震設計上考慮する活断層とし

ての長さを約22キロメートルと評価したことを述べた（準備書面1の

55頁）。

被告中国電力は，上記のとおり評価した後も，新たに得られた知見を

踏まえて本件敷地周辺の活断層評価について検討を行っており，平成2

5年12月25日に原子力規制委員会に対して行った同2号機に係る原

子炉設置変更許可の申請（以下「2号機設置変更許可申請」という。）

においても，宍道断層については，耐震設計上考慮する活断層としての

長さを約22キロメートルと評価した。

さらに，被告中国電力は，2号機設置変更許可申請に係る同委員会に

よる審査において，上記評価に係る指摘がされたことを踏まえ，上記評

価に係るデータ拡充を行うための追加調査を実施した。

本準備書面では，2号機設置変更許可申請における耐震設計上考慮す

る活断層としての宍道断層の長さに関する評価について述べた（下記第

1）上で，上記追加調査の結果について述べる（後記第2）。

なお，2号機設置変更許可申請については，現在，同委員会による審

査の途中であり，被告中国電力は，データの更なる拡充のため，下宇部

めしま

尾東及び女島において追加調査を実施しており，その結果や上記審査の

状況を踏まえ，更に必要な検討を行うこととしている。

1
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第12号機設置変更許可申請における耐震設計上考慮する活断層とし

ての宍道断層の長さに関する評価

山陰地域における応力場（注1－1）は，後期中新世（注1－2）こ

ろまでは南北圧縮であり，鮮新世（注1－2）以降は東西圧縮であると

いわれている。島根半島の新第三系（注1－2）は，東西ないし東北東

一西南西方向の軸を有する摺曲構造（注1－3）をなしている。多井義

郎（1952）「島根半島中央地区の層序と構造一島根半島第三系の地

質学的研究（その1）－」等において，本件原子力発電所の位置する島

根半島には，同半島を東西に縦断する宍道断層が存在することが指摘さ

れてきた。上記の宍道断層を含む島根半島の新第三系の地質構造は，南

北圧縮の応力場において，中新世における日本海の拡大に伴う地盤の変

動と前後して形成され，中新世末期ころまでにほぼ完成されたといわれ

ている。（別添図表1）（丙D第4号証Bないし6頁）

ところで，一般に，活断層とは，断層のうち，最近の地質時代（注1

－2）に繰り返し活動し，将来も活動することが推定される断層をいう。

活断層によって発生する地震は，地下深い位置で岩盤が破壊されてず

れ動くことによって発生し，地層にずれ（変位）が生ずる。この地層の

ずれが累積して地表面に達すると，直線的な線状地形（リニアメント

（注1－4））や河川の屈曲等（変位地形（注1－4））といった活動

の痕跡を残すことが多く，これらによって活断層の存在が推定されるが，

その認定判断に当たっては，形成年代が明らかにされた地形面や地層の

変位・変形の有無等により最終活動時期を評価することが重要である。

我が国の活断層の活動周期は概ね1000年から長いもので概ね5万

年程度であると考えられており，また，最終間氷期（注1－5）（概ね

13万年ないし7万年前）ころの日本列島付近は気候が温暖で，海面が

現在よりも高い状態が続き，その間に海岸には平らな地形ができ，その

2
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地形（海成段丘）が日本列島の各地に残っており，この地形に地震によ

るずれや変形があるかどうかを調べることにより活断層かどうかの判断

ができると考えられている。

以上のことから，新規制基準における耐震設計上考慮する活断層の考

え方をも踏まえ，被告中国電力は，文献又は地表の地形等から断層が通

過することが推定される場所において様々な手法を組み合わせた地質調

査を行って断層の有無を確認し，その上で，その地質・地質構造等を検

討して，最近の地質時代のうち後期更新世（注1－2）以降（概ね13

万年ないし12万年前以降）の活動が認められるか又はこれが否定でき

ない部分を確定し，この部分を耐震設計上考慮する活断層として評価す

ることとしている。

1本件 敷 地 の 近 傍 の 地 質 調査

被告中国電力は，2号機設置変更許可申請に至るまで，本件敷地

の近傍の地質調査を以下のとおり実施してきた。

被告中国電力は，本件敷地を中心とする半径約30キロメートル

の範囲の陸域並びに本件敷地を中心として沿岸方向約100キロメ

ートル及び沖合方向約60キロメートルの範囲の海域（敷地前面海

域）において地質調査を実施し，これらの結果を総合的に評価した。

被告中国電力は，上記の地質調査で，本件敷地からの距離に応じ本

件敷地の周辺，本件敷地の近傍及び本件敷地内の調査に区分し，文

献調査，変動地形学的調査，地表地質踏査，地球物理学的調査等適

切な手法を組み合わせた調査を実施した。

特に本件敷地の近傍の地質・地質構造を詳細に把握するため，本

件敷地を中心とする半径約5キロメートルの範囲に加え，変位地

形・リニアメントが断続的に判読される松江市美保関町までを含む
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範囲において，次のとおり調査を実施した。

）文献調査

文献調査は，既存の文献等を検討し，調査地域内の地形，地

質・地質構造等に関する知見を得る調査手法である。

我が国における活断層に関する全般的な文献としては，活断層

研究会編(1991)｢[新編］日本の活断層一分布図と資料」

（以下「活断層研究会編（1991）」という。），中田高・今

泉俊文編(2002)「活断層詳細デジタルマップ」等があり，

また，本件敷地近傍の地質・地質構造に関する主要な文献として

は，鹿野和彦・吉田史郎（1985）「境港地域の地質，地域地

質研究報告（5万分の1地質図幅）」（以下「鹿野・吉田（19

85)」という。),鹿野和彦・中野俊(1986)「恵曇地域

の地質，地域地質研究報告（5万分の1地質図幅）」（以下「鹿

野・中野(1986)」という。),中田高・今泉俊文・岡田篤

正・千田昇・金田平太郎・佐藤高行・高沢信司(200S)

「1:25,OOO都市圏活断層図『松江』第2版」（以下「中

田ほか(2008)」という。）等がある。被告中国電力は，こ

れらの文献を中心に調査を実施した。

(1

●二

７

テ

（2）変動地形学的調査

変動地形学的調査は，地形の成因を考慮して，活断層の可能性

がある地形を抽出する調査である。

被告中国電力は，主に国土地理院で撮影された縮尺2万分の1

及びSOOO分の1の空中写真，米軍で撮影された縮尺1万分の

1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺5万分の1及び2万5
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OOO分の1の地形図に加え，航空レーザー測量（注1-6)に

よる高精度の2500分の1の等高線図を使用して，変動地形学

的視点により，変位地形・リニアメントを抽出した。

（3）地表地質踏査

地表地質踏査は，地質技術者が，文献調査や空中写真判読の結

果を基に，道路沿いの法面，山の谷，尾根沿いにある岩等の露出

面や断層を観察して，該当箇所及びその周辺の地質の構成や分布

状況を調査する方法である。

被告中国電力は，詳細な地質・地質構造を把握するため，変動

地形学的調査に使用した空中写真及び地形図等を用い，地表地質

踏査を実施した。また，現地の露頭（注1－7）で地質の状況を

観察することができないような場合は，より詳細に地質の状況を

観察できるよう，はぎとり調査（注1-8)を実施し､，直接地質

を確認した。

（4）地球物理学的調査

地球物理学的調査は，地下の地質構造等を地震波，電磁気，重

力等を利用して調査するものであり，主な方法として，反射法地

震探査，海上音波探査，電気探査（注1-9)及び重力探査（注

1-10)がある。

反射法地震探査は，人工的に地表を振動させて地中に波（弾性

波）を発振し，地層の境界面等から返ってくる波（反射波）をと

らえて地層の境界面の分布を調査する方法であり，地下構造を断

面的に把握するための調査である。海上音波探査は，反射法地震

探査のうち海域で実施されるものであり，海中で音波を発し，海

5
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底面や海底下の地層境界からの反射音波を観測して，海底下の地

質構造を連続的に調べる方法をいう。

被告中国電力は，本件敷地の近傍の地下構造を把握するため，

反射法地震探査，海上音波探査等を実施した。

被告中国電力は，反射法地震探査として，古浦層（注1－1

じょうそうじ

1），成相寺層（注1－11）等の新第三系内の構造を調査する

ため総延長約5キロメートルにわたってP波（注1－12）探査

を，また，地下浅部の詳細な構造を調査するため総延長約4キロ

メートルにわたってS波（注1－12）探査をそれぞれ実施した。

また，被告中国電力は，海域の地形及び地質・地質構造に関す

る資料を得るため，海上音波探査として，スパーカー（注1－1

S),ウォーターガン（注1-13),ジオパルス（注1－1

3），ソノプローブ（注1－13）及びエアガン（注1-13)

による調査を実施した。

（5）ボーリング調査

ボーリング調査は，地盤を構成する岩石等を棒状のコア（注1

－14）として連続的に採取し，これを観察して地質状況を調査

する手法である。また，必要に応じ，地質状況をより詳細に調査

するため，コアを採取した後の孔を写真撮影し，その画像を観察

することがある。

被告中国電力は，文献 調査及び変動地形学的調査により変位地

形・リニアメントの認められたその延長上の平野部において，断

層の有無又は位置を確認するため，ボーリング調査を実施した。

6
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（6）トレンチ調査，ピット調査

トレンチとは溝のことで，トレンチ調査は，断層が通過する地

点に調査溝を掘り，断層やその周辺の地層断面を詳細に観察する

調査方法である。なお，被告中国電力は，このうち，規模の小さ

なものをピット調査と呼称している。

被告中国電力は，文献調査，変動地形学的調査ゥ地表地質踏査，

地球物理学的調査及びボーリング調査の結果を踏まえ，断層の存

在が推定される地点において，断層の有無の確認及び断層の活動

性等の詳細な把握のため，トレンチ調査やピット調査を実施した。

22号機設置変更許可申請における耐震設計上考盧する活断層として

の宍道断層の長さに閏する評価

被告中国電力は，耐震設計上考盧する活断層としての宍道断層の評

価に当たり，まず，文献調査及び変動地形学的調査を行った。その結

果，古浦から福原町までの間は尾根・谷の系統的かつ明瞭な右屈曲が

認められたが，その西方及び東方では，尾根・谷の屈曲や鞍部（注1

－15）等が断続，雁行し，連続性に乏しかった。すなわち，上記区

さこや おしま

間の西方では，佐陀本郷廻谷から男島に至る海岸に沿った陸域（以下

「古浦西方」という。）において変位地形・リニアメントは認められ

ず，また，宍道断層の主要部が尾根・谷の右屈曲を示すのと異なり，
ながみ

男島付近では左屈曲が認められた。上記区間の東方では，長海町以東

で一部に尾根・谷の屈曲が認められたものの，変位地形は不明瞭であ

った。下宇部尾東には直線谷が認められ，更に東方の森山以東におい

ては，鞍部，高度不連続（注1－16）が認められ，また，その一部

には尾根・谷の屈曲も認められたが，これらは断続的なものであった。

（別添図表2）（丙D第4号証35頁）
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被告中国電力は，上記の調査結果を踏まえ，尾根・谷の系統的かつ

明瞭な右屈曲が認められた変位地形・リニアメント延長上の南講武の

平野部でボーリング調査，トレンチ調査等を実施したところ，断層が

確認され，約1万1000年ないし約3000年前までの間に最新の

活動のあったことを示す変位が認められたことから，この断層を耐震

設計上考慮する活断層であると判断した（別添図表3）（丙D第4号

証39ないし41頁）。

そして，尾根・谷の屈曲や鞍部等が断続，雁行し，連続性に乏しい

ことが認められた，上記区間の西方及び東方において，被告中国電力

は，詳細な地質調査を行い，断層の有無及び活動性を確認し，その結

果，耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の長さを約22キロ

メートルと判断した。

（丙D第4号証30ないし120頁）

以下，2号機設置変更許可申請における耐震設計上考慮する活断層

としての宍道断層の東西両端についての調査結果及び同断層の長さに

関する被告中国電力の評価について述べる（関係する地点の名称，位

置関係につき別紙地図参照）。

（1）耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の西端について

ア佐陀本郷周辺

佐陀本郷周辺では，地表地質踏査，電気探査，ボーリング調

査等の結果，変位地形・リニアメントの位置に断層が認められ，

この断層を境に北と南とで異なる地質が分布していたことから，

この断層が文献上の宍道断層に対応するものと判断した。

そこで同位置でトレンチ調査を実施した結果，標高マイナス

10メートル付近において，断層粘土（注1-17)が認めら

8
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れ たが，この断層を 覆 う 地 層 の う ち ， 約 1 2 万 年 前 に 堆 積 した

大山松江軽石層（注1－18）を含む層はほぼ水平に堆積して

いること，及びその下位の地層もほぼ水平に連続して堆積して

いることを確認した。したがって，後期更新世以降の断層活動

はないと判断した。

（丙D第4号証39･頁）

イ古浦周辺

（ア）佐陀本郷廻谷付近

変位地形・リニアメント直下の佐陀本郷廻谷付近において，

反射法地震探査及びボーリング調査を実施した。

反射法地震探査結果によると，変位地形・リニアメント位置

より北側において断層が推定された。

ボーリング調査結果等によると，急傾斜の古浦層が分布し，

古浦層上面に高度差が認められ，北側の砂礫2層と南側の泥岩

（注1－19）とを境する断層が認められた。さらに，反射法

地震探査の結果からも，ほぼ同じ位置に断層の存在が推定され

た。この断層を境に，大山松江軽石層に高度差が推定され，シ

ルトー砂層（約2万年前）及び青灰色砂礫層（約2万SOOO

年前）にも同断層を挟んで高度差が認められたため，後期更新

世以降の断層活動があると判断した。（別添図表4）

（丙D第4号証39頁,4Sないし45頁）

また，同地点では，谷の屈曲量（注1-20)及び断層によ

る鉛直変位量（上記ボーリング調査で確認した地層の高度差）

は同地点よりも東側の南講武と比較して小さいことから，断層

の活動性は低く，耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層

9



の末端に近いと考えられると判断した（丙D第4号証63ない

し68頁）。

(イ）古浦西方

古浦西方では，変位地形・リニアメントが認められず，地表

地質踏査の結果，海岸部では古浦層の礫岩（注1－19），泥

岩及び砂岩（注1－19）が連続的に分布しており，断層は認

められなかった（別添図表5）（丙D第4号証46ないし48

頁）。

(ウ）男島付近

古浦西方より更に西方の男島付近では，変位地形・リニアメ

ントが認められたが，地表地質踏査や鞍部地形の位置で実施し

た幅約10メートルのピット調査の結果，古浦層の礫岩及び凝

灰岩（注1－21）とこれらに貫入するデイサイト（注1－2

2）が認められるが，変位地形・リニアメントに対応する断層

は認められず（別添図表6）（丙D第4号証46ないし49

頁），中田ほか(200S)に示された推定活断層に対応する

断層も認められなかった。

ウ古浦沖

宍道断層の西方延長に位置する古浦沖において，数種類の音

源（ソノプローブ，ジオパルス及びウオーターガン）を用いた

海上音波探査を実施した。

古浦沖の海底に分布する地層は，上位からIK層，ⅡK層，Ⅲ

K層及びD2層に区分され，周辺陸域の地質分布状況及び他機関

10
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のボーリング調査結果から,1K層及びⅡK層が完新統（注1－

2）に，ⅢK層が更新統（注1－2）に,D2層が下部～中部中

新統（注1－2）にそれぞれ対比される。

海上音波探査の結果，ⅢK層の内部及びD2層上面に断層活動

を示唆する反射面は認められず，また,IK層及びⅡK層はほぼ

水平に分布しており，これらの地層に断層活動を示唆する変位

や変形は認められなかった。

（丙D第4号証らOないし62頁）

工まとめ

佐陀本郷廻谷付近において後期更新世以降の断層活動がある

と判断したが，①同地点の東側の南講武よりも断層の活動性

は低く，耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の末端に

近いと考えられると判断したこと，②古浦西方では，変位地

形・リニアメントが認められなかったこと，③古浦西方の海

岸部では，断層が認められなかったこと，④男島付近では，

変位地形・リニアメントに対応する断層は認められなかったこ

と，及び⑤古浦沖では，海上音波探査の結果，断層活動を 示

唆する変位や変形は認められなかったが，宍道断層の走向が東

西方向であることを考慮し，仮に探査技術上の理由から記録が

取得されていない箇所を宍道断層が通過するとしても，同断層

が再び陸域に入ると考えられる古浦西方の海岸部で断層がない

ことを上記のとおり確認したことを総合的に考慮し，耐震設計

上考慮する活断層としての宍道断層の西端は古浦西方の西側で

あると判断した（別添図表7）（丙D第4号証70頁）。

11
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(2））耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の東端について

ア上本庄町～枕木山東方～長海町

上本庄町では，文献調査，地表地質踏査等の結果，段丘面に

変位や変形の可能性のある地形が－部で認められたことから，

後期更新世以降に活動した可能性がある断層があると判断した。

また，枕木山東方では，断層が推定される位置及び変位地形・

リニアメント位置付近での地表地質踏査及びはぎとり調査の結

果，後期更新世以降に活動した断層は認められなかった。さら

に，長海町周辺では，ボーリング調査等の結果，基盤（注1－

23）に高度不連続は認められず，これを覆う第四系（注1－

2）に断層活動を示唆する変位や変形は認められなかった。

（丙D第4号証74頁）

イ中海北部

中田ほか(2008)等の文献により活断層が通過するとさ

たすみ

れている中海北部の手 角 町 の 沖 合 い に お い て ， 数 種 類 の 音源

（ソノプローブ，ジオパルス，ウォーターガン及びエアガン）

を用いた海上音波探査及びボーリング調査を実施した。

中海北部の海底に分布する地層は，上位からIN層ないしⅧN

層に区分され，それらのうち,IN層が完新統に，ⅡN層が中部

～上部更新統（注1－2）に，ⅥN層が下部～中部中新統にそれ

ぞれ対比される。

海上音波探査及びボーリング調査の結果，ⅥN層に断層活動を

示唆する反射面は認められず,IN層及び大山松江軽石層を含む

ⅡN層は，ほぼ水平に分布しており，断層活動を示唆する変位や

変形は認められなかった。
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(丙D第4号証74頁，77ないし83頁）

ウ下宇部尾

更に東方の下宇部尾の低地部では，ボーリング調査等により

断層が認められた。この断層の上部の大山松江軽石層を含む地

層に変位や変形が認められなかったことから，後期更新世以降

の断層活動はないと考えられたが，その活動性を確認するため，

以下のとおり，その周辺の変位地形・リニアメント及びその延

長位置や文献に示された断層等の位置を考慮した4地点におい

てトレンチ調査を実施した。（別添図表8）（丙D第4号証7

5頁，85頁）

(ア）下宇部尾西トレンチ

下宇部尾西トレンチ（北）（下宇部尾西の北側で実施したト

レンチ調査の箇所）では，変位地形・リニアメント及び中田ほ

か(200S)に示された活断層に対応する断層は認められな

かつた。

下宇部尾西トレンチ（南）（下宇部尾西の南側で実施したト

レンチ調査の箇所）では，変位地形・リニアメントの西側延長

部において，断層は認められなかった。

（別添図表8）（丙D第4号証75頁）

(イ）下宇部尾北トレンチ

下宇部尾北トレンチでは，中田ほか(2008)に示された

活断層に対応する断層は認められなかったが，調査箇所の北西

端において基盤（デイサイト）に断層が認められた。重鉱物分

13
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析（注1－24），花粉分析（注1－25）等の結果から，断

層を覆う地層のうち,A層は海洋酸素同位体ステージ（以下

「MIS」という。注1-26)6(約19万年ないし約13

万年前）以前の堆積層と,B層はMIS5e(約13万年ない

し約11万5000年前）の堆積層とそれぞれ判断され，上記

断層は，A層に変位を与えているものの，その上位のB層に変

位や変形が認められないことから，後期更新世以降の活動はな

いものと考えられる。ただし,A層に含まれる火山灰は再堆積

したものであるとも考えられることから，後期更新世以降の断

層活動を完全には否定できなかった。（別添図表8及び9）

（丙D第4号証75頁，86頁）

(ウ）下宇部尾トレンチ

下宇部尾トレンチでは，変位地形・リニアメントの西側延長

部及び活断層研究会編(1991)に示された活断層の疑いの

あるリニアメントに対応する断層は認められなかった（別添図

表8）（丙D第4号証75頁）。

工下宇部尾東

下宇部尾東では，変位地形・リニアメントの延長線上であり，

かつ，中田ほか(2008)に示された活断層の端部付近であ

っ て ， 広 く 露 頭 が 確認される場所において，地表地質踏査及び

幅約S0メートルのはぎとり調査を実施した結果，砂岩及び安

山岩質火砕岩（注1－27）が連続して分布し，断層は認めら

れなかった（別添図 表8及び10)(丙D第4号証75頁,8

7ないし90頁）。

14
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オ 森山周辺～宇井～福浦

下宇部尾東より東方の森山周辺では，変位地形・リニアメン

トの延長位置の中位I面段丘（注1－28）におけるボーリン

グ調査，ピット調査等の結果，大山松江軽石層を含むローム層

（注1－29）の基底はほぼ水平に連続しており，少なくとも

大山松江軽石層の堆積時期以降の断層活動は認められなかった

（別添図表11）。また，森山の平野部の北東側では，鹿野・

吉田（1985）に示された断層の通過位置付近における地表

地質踏査の結果，同断層に対応し，古浦層と成相寺層とを境す

る断層の露頭が確認されたが，この断層については，全体的に

風化しており，明瞭なせん断面は認められなかった（別添図表

12）ことから，後期更新世以降の活動は認められないと判断

した。また，森山の平野部では，ボーリング調査を実施してW

GB第17回会合参考資料第2号に記載された推定活断層（別

添図表13参照）等の通過が想定された範囲を把握した上で，

反射法地震探査を実施した結果，基盤岩上面の反射面は緩やか

に下流（南）側へ傾斜し，完新統及び南側に分布する上部更新

統の反射面は地表面にほぼ平行な成層パターンを示すことなど

が確認できた（別添図表14）ことから，後期更新世以降の断

層活動はないと判断した。（丙D第4号証76頁,91ないし

102頁）

森山周辺より東方の宇井にかけては，変位地形・リニアメン

トは認められなかった。また，宇井より東方の福浦にかけては，

鞍部列や高度不連続が認められる複数の変位地形・リニアメン

ト付近でピット調査 等を実施した結果，上載地層（注1－s

O)が存在しないため活動性の不明な断層が確認された箇所が

Ｉ

■ユ
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あったが，それは下宇部尾北トレンチにおいて認められた断層

等とは傾斜方向の異なるものであり，その他の箇所においては，

大山松江軽石層を含むローム層がほぼ水平に分布していること

などから，後期更新世以降の断層活動はないと判断した。（丙

D第4号証76頁）

力まとめ

下宇部尾の下宇部尾北トレンチにおいては後期更新世以降の

断層活動を完全には否定できなかったが，①長海町以東の調

査地点では，下宇部尾北トレンチを除いて後期更新世以降の断

層活動を示唆する変位や変形が認められなかったことから，断

層活動が低下していると考えられたこと，②その東方の下宇

部尾東では，断層が認められなかったこと，及び③森山周辺

から福浦では，後期更新世以降の断層活動が認められなかった

ことから，耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の東端

は下宇部尾東であると判断した（別添図表15）（丙D第4号

証118頁）。

(3)耐震設計上考盧する活断層としての宍道断層の長さについて

被告中国電力は，耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層

の長さについては，上記（1）及び（2）で述べたとおりの調査

結果等に基づき，古浦西方の西側から下宇部尾東までの約22キ

ロメートルと判断した（別添図表16）（丙D第4号証120

頁）。

16
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第 2耐震設 計 上 考 慮 す る 活 断層としての宍道断層の長さに閨する評 価

に係るデータ拡充を行うための追加調査の結果

被告中国電力は，上記第1で述べたとおり，2号機設置変更許可申請

において，宍道断層については，耐震設計上考盧する活断層としての長

さを約22キロメートルと評価した。

さらに，被告中国電力は，2号機設置変更許可申請に係る原子力規制

委員会による審査において，上記評価に係る指摘がされたことを踏まえ，

上記評価に係るデータ拡充を行うための追加調査を実施した。

以下，上記指摘の各点を示した（下記1）上で，上記追加調査の結果

について述べる（後記2）。

1原子力規制委員会からの指 摘

原子力規制委員会から，2号機設置変更許可申請における耐震設

計上考慮する活断層としての宍道断層の長さに関する評価につき，

平成26年4月に同委員会が開催した上記申請に係る審査会合等に

お いて下記（1）ないし（5）の各点の指摘がされた（丙D第5号

証5頁）。

（1）前記第1の2（1）イ（ウ）で述べたとおり，男島付近では，

変位地形・リニアメントが認められたが，地表地質踏査や鞍部地

形の位置で実施した幅約10メートルのピット調査の結果，変位

地形・リニアメントに対応する断層は認められず（別添図表6）

（丙D第4号証46ないし49頁），中田ほか(200S)に示

された推定活断層に対応する断層も認められなかった。

これについて，同委員会から，男島付近における中田ほか(20

O8)に示された推定活断層に対応する断層の有無等の評価に当た

っては，男島付近以西の地質・地質構造を踏まえた検討を行うこと

17
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との趣旨の指摘がされた（別添図表17）（丙D第5号証86，8

7頁）。

（2）前記第1の2（1）エで述べたとおり，古浦沖では，海上音波

探査の結果，断層活動を示唆する変位や変形は認められなかった

が，宍道断層の走向が東西方向であることを考慮し，仮に探査技

術上の理由から記録が取得されていない箇所を宍道断層が通過す

るとしても，同断層が再び陸域に入ると考えられる古浦西方の海

岸部 で 断 層 が な い こ とを確認したことなどを総合的に考慮し，耐

震設計上考慮する活断層としての宍道断層の西端は古浦西方の西

側であると判断した（別添図表7）（丙D第4号証70頁）。

これについて，同委員会から，古浦沖の海陸境界付近のデータ空

白域（探査技術上の理由から記録が取得されていない箇所）を断層

が通過する可能性を否定できないことから，古浦沖の海陸境界付近

における断層の有無等の評価に関するデータ拡充を行うこととの趣

旨の指摘がされた（別添図表18）（丙D第5号証58，59頁）。

（3）同委員会から，古浦沖から大田沖断層（注2－1）まで，島根

半島に沿って宍道断層が延伸していないかの確認を行うこととの

趣旨の指摘がされた（別添図表19)(丙D第5号証104,1

O5頁）。

（4）前記第1の2（2）ウ（イ）で述べたとおり，下宇部尾北トレ

ンチの調査箇所の北西端において基盤（デイサイト）に断層が認

められ，後期更新世以降の活動を完全には否定できなかった（別

添図表S及び9）（丙D第4号証75頁，86頁）が，前記第1

の2（2）エで述べたとおり，下宇部尾東では，変位地形・リニ

アメントの延長線上であり，かつ，中田ほか(200S)に示さ

れた活断層の端部付近であって，広く露頭が確認される場所にお

18
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いて，地表地質踏査及び幅約SOメートルのはぎとり調査を実施

した結果，砂岩及び安山岩質火砕岩が連続して分布し，断層は認

められなかった（別添図表8及び1o)(丙D第4号証75頁，

87ないし90頁）。

これについて，同委員会から，①下宇部尾北トレンチの調査箇

所の北西端において基盤に認められた断層の性状を踏まえると，下

宇部尾東の北東側の谷筋に向かって断層が伏在している可能性を否

定できないことから，同谷筋における断層の有無等の評価に関する

幅広なデータ拡充を行うこと，及び②幅約30メートルのはぎと

り調査の結果をみると，調査範囲の周辺には古浦層の安山岩質火砕

岩の分布に不連続が想定されることから，同範囲の周辺の地質分布

に関するデータ拡充を行うこととの趣旨の指摘がされた（別添図表

2o)(丙D第5号証7,8頁）。

（5）前記第1の2（2）オで述べたとおり，森山の平野部の北東側

では，鹿野・吉田（1985）に示された断層の通過位置付近に

おける地表地質踏査の結果，同断層に対応し，古浦層と成相寺層

とを境する断層の露頭が確認されたが，この断層については，全

体的に風化しており，明瞭なせん断面は認められなかった（別添

図表12）ことから，後期更新世以降の活動は認められないと判

断した。また，森山の平野部では，ボーリング調査を実施してW

G3第17回会合参考資料第2号に記載された推定活断層（別添

図表13参照）等の通過が想定された範囲を把握した上で，反射

法地震探査を実施した結果，基盤岩上面の反射面は緩やかに下流

（南）側へ傾斜し，完新統及び南側に分布する上部更新統の反射

面は地表面にほぼ平行な成層パターンを示すことなどが確認でき

た（別添図表14）ことから，後期更新世以降の断層活動はない

19



と判断した。（丙D第4号証76頁，91ないし102頁）

これについて，同委員会から，反射法地震探査及びボーリング調

査等によって取得した現時点におけるデータのみでは，反射法地震

探査の探査測線のCMP490付近を通過していることが想定され

る伏在断層について，その後期更新世以降の活動を否定できないこ

とから，その活動性に関するデータ拡充を行うこととの趣旨の指摘

がされた（別添図表21）（丙D第5号証24，25頁）。

2耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の長さに関する評価

に係るデータ拡充を行うための追加調査の結果

被告中国電力は，原子力規制委員会から上記1（1）ないし

（5）の各点の指摘がされたことを踏まえ，耐震設計上考慮する活

断層としての宍道断層の長さに関する評価に係るデータ拡充を行う

ための追加調査を実施した。その結果は以下のとおりである（関係

する地点の名称，位置関係につき別紙地図参照）。

（1）耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の西端について

ア男島付近～女島付近

（ア）男島付近

前記1（1）の指摘を踏まえ，地表地質踏査を実施した。

その結果，変位地形・リニアメント及び中田ほか(20o

8）に示された推定活断層の通過位置には，古浦層の砂岩，泥

岩及び火山円礫岩（注2－2）が全体的に緩やかに北に傾斜し

て連続的に分布しており，断層を示唆する構造は認められず，

上記推定活断層の西端付近の海岸線には，古浦層の火山円礫岩

が連続しており，断層は認められなかった（別添図表22及び

20
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（丙D第5号証88頁，92ないし95頁,10B頁）

(イ） 女島付近
G

前記1（1）の指摘を踏まえ，まず，地表地質踏査を実施し

た。

女島付近では，鹿野・中野（1986）において古浦層と成

相寺層との間に推定断層が示されているところ，地表地質踏査

の結果，上記推定断層の通過位置及びその南側には急傾斜(8

5度北傾斜）の古浦層の礫岩及び火山円礫岩が，同位置の北側

にはやや緩傾斜(So度北傾斜）の成相寺層のデイサイト質火

砕岩（注1－22）がそれぞれ分布することが認められたこと

から，同位置付近には，急傾斜の古浦層とやや緩傾斜の成相寺

層とを境する南傾斜の断層の存在が推定された。また，地表地

質踏査の結果，上記の礫岩及び火山円礫岩と上記デイサイト質

火砕岩との間に分布する貫入岩には破砕部等の断層活動を示唆

する構造は認められず，その南西側に分布する急傾斜の古浦層

の礫岩の露頭は連続しており，同露頭には断層は認められなか

った。これらのことから，上記推定断層の通過位置付近で，上

記貫入岩の分布する位置と上記露頭との間の，上記の礫岩及び

火山円礫岩が分布する箇所において，上記の南傾斜の断層の有

無等を確認するため，ボーリング調査を実施した。（別添図表

24）

（丙D第5号証88頁,97頁,103頁）

ボーリング調査の結果，同箇所には，古浦層中に，地表から

深さ約20メートルまでは急傾斜の礫岩及び火山円礫岩が，そ
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れ以深では泥岩及び凝灰岩を挟む緩傾斜の火山円礫岩がそれぞ

れ分布するのみで，成相寺層は認められず，したがって，上記

の南傾斜の断層は認められなかった。また，ボーリング調査の

結果，上記の急傾斜の礫岩及び火山円礫岩の中にも，これと上

記の泥岩及び凝灰岩を挟む緩傾斜の火山円礫岩との間の傾斜変

換部にも，顕著な断層は認められなかった。（別添図表25）

（丙D第5号証98頁,10S頁）

以上の地表地質踏査及びボーリング調査の結果からは，上記

推定断層に対応する断層は認められない（別添図表25）（丙

D第5号証98頁）と考えているが，被告中国電力は，女島付

近においてデータの更なる拡充のためのボーリング調査を実施

している。

古浦沖・古浦西方～女島付近

前記1（2）の指摘を踏まえ，古浦沖から女島付近までの沿

岸部においてウォーターガン及びブーマー（注1-13)を用

いた海上音波探査を，同沿岸部において海底面調査（注2－

3）を，男島付近の沿岸部において潜水調査（注2－4）を’

古浦西方から男島付近に至る海岸線において引潮時に地表地質

踏査を実施した（別添図表26）。

古浦沖から女島付近までの沿岸部における海上音波探査の結

果,D2層（下部～中部中新統）上面に断層活動を示唆する変状

は認められなかった。

同沿岸部における海底面調査の結果，宍道断層の走向は東西

方 向 で あ る と こ ろ ，海底地形面には東西方向へ連続する構造は

認められなかった（別添図表27及び28）。また，男島付近

22

こ こ



1

幻

牢

の沿岸部における潜水調査の結果，同沿岸部の露岩域において

顕著な破砕部等の断層活動を示唆する構造は認められなかった。

古浦西方から男島付近に至る海岸線での地表地質踏査におい

て，同所に分布する礫岩，砂岩及び泥岩の露頭を観察した結果，

断層は認められなかった（別添図表28）。

（丙D第5号証60頁,63ないし78頁,S0ないし85

頁）

ウ女島付近以西

前記1(3)の指摘を踏まえ，上記イで述べた古浦沖から女

島付近までの沿岸部における海上音波探査に加え，女島付近か

ら大田沖断層までの島根半島沿岸部においてウォーターガン 及

びブーマーを用いた海上音波探査を実施した（別添図表29)。

その結果,D2層（下部～中部中新統）上面に断層活動を示唆

する変状は認められなかった。

(丙D第5号証106ないし143頁）

工まとめ

耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の西端に関する

追加調査の結果は上記アないしウで述べたとおりであり，被告

中国電力は，現在のところ，前記第1の2（1）エで述べた同

断層の西端は古浦西方の西側であるとした判断について，これ

を改める理由は認められないと考えている。

23



I

(2））耐震設計上考慮する活断層としての宍道断層の東端について

ア下宇部尾東

（ア）前記1（4）の①の指摘を踏まえ，変位地形・リニアメント

及び中田ほか(2008)に示された活断層が通過する下宇部

尾東の谷筋においてボーリング調査（2地点6孔）を実施した。

変位地形・リニアメント及び上記活断層の通過位置付近に

おけるボーリング調査(SE-1ないしS孔）の結果,SE一

2及びS孔において走向がほぼ南北方向(SE-2孔において

確認された走向は北西一南東方向,SE-3孔において確認さ

れた走向は北北東一南南西方向）の断層は認められたが，走向

が東西方向である変位地形・リニアメント及び上記活断層に対

応する断層は認められなかった（別添図表SO)。また，変位

地形・リニアメントの延長位置及び上記活断層の通過位置付近

におけるボーリング調査(SE-4ないし6孔）の結果,SE-

5孔において走向がほぼ南北方向（北北西一南南東方向）の断

層は認められたが，前記1（4）の①のとおり指摘された北東

側の谷筋に向かう断層は認められず，走向が東西方向である変

位地形・リニアメント及び上記活断層に対応する断層も認めら

れなかった（別添図表31)。

（丙D第5号証9頁，12，13頁，16頁）

(イ）前記1（4）の②の指摘を踏まえ，前記第1の2（2）エ

で述べた幅約SOメートルのはぎとり調査の調査範囲を包絡

する範囲において幅約70メートルのはぎとり調査を実施し

た（丙D第5号証9頁）。

その結果，その調査地点においては，古浦層の安山岩質火

砕岩等が連続して分布しており，地質の連続性が確認され，
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画 一

一

夕

す

変 位地形・リニアメントの延長位置及び中田ほか(20 0

8）に示された活断層の通過位置付近において同活断層に対

応する断層は認められない（別添図表32)(丙D第5号証

14ないし16頁）と考えているが，被告中国電力は，上記

調査地点においてデータの更なる拡充のためのボーソング調

査を実施している。

イ 森山周辺

(ア） a前記1（5） のとおり指摘された，森山の平野部にお

ける反射法地震探査の探査測線のCMP490付近を通

過していることが想定される伏在断層は，前記第1の2

（2）オで述べた同地点付近の北東に位置する露頭にお

い て 確 認 さ れた断層に連続するものと考えられたことか

ら，同露頭における断層の活動性を確認するため，同断

層及びこれを覆 う崖錐堆積物（注2－5）1ないしB層

について露頭観察を，同崖錐堆積物1ないしs層につい

て遊離酸化鉄分析（注2－6）を，同断層のうち直線性

が 比 較 的 高 い断層面においてブロック試料を採取して研

磨片観察（注2－7）及び薄片観察（注2-8)を実施

した。

露 頭観察の結果，前記第1の2（2）オで述べたのと

同様に，同断層には明瞭なせん断面は認められず，同断

層を覆う崖錐堆積物1ないし3層に変位・変形は認めら

れなかった（別添図表BS)。

遊離酸化鉄分析の結果，同断層を覆う赤色士に分類さ

れる崖錐堆積物3層の形成年代は，少なくとも大山松江
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軽石層降灰以前と考えられた（別添図表34）。

研磨片観察及び薄片観察の結果，幅2センチメートル

の角礫部（注2－9）が認められたが，明瞭な面構造は

認められなかった。

以上のことから，同断層については，少なくとも大山

松江軽石層の堆積時期以降の断層活動は認められないと

判断した。

b森山の平野部における反射法地震探査の探査測線のC

MP490付近を通過していることが想定される伏在断

層の通過位置を確認するために，複数のボーリング調査

を実施した。その結果，古浦層のデイサイト質火砕岩中

に断層が認められ，その南側に，古浦層と成相寺層とを

境する断層が認められたため（別添図表35),これら

の断層の走向及びこれらの断層と上記aで述べた断層露

頭との位置関係から同伏在断層の通過位置を推定し，ト

レンチ調査位置を選定した。

上記のとおり，選定した位置において，トレンチ調査

（長さ約18メートル，幅約16メートル，深さ約8メ

ートル）を実施した。その結果，基盤に2条の断層（古

浦層のデイサイト質火砕岩中に発達するA断層，古浦層

と成相寺層との地質境界（注2-10)に発達するB断

層）が認められた（別添図表36)。これら2条の断層

と，上記のボーリング調査で認められた2条の断層とは，

断層の走向及び地質等から，対応することが認められた。

そこで,A,B断層の活動性を確認するため，トレンチ

調査地点について，掘削面の観察及び火山灰分析を実施
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包り

した。その結果,A断層については，下盤側幅約30セ

ンチメートル間に亀裂が発達しており，一部角礫状を呈

し，一部に軟質な部分がみられたが，明瞭な断層粘土は

認められず，断層面の凹凸が著し<,A断層を覆うMI

S5eより古いシルト質礫層に変位・変形を与えていな

いことから，後期更新世以降の断層活動は認められなか

った（別添図表37及び38)。また,B断層について

は，断層面沿い に 幅 約 1 ミ リ メ ー ト ル の 断 層 粘 土 が 認め

られたが，断層面の凹凸が著し<,B断層を覆うMIS

5e以前の礫混りシルト層に変位・変形を与えていない

ことから，後期更新世以降の断層活動は認められなかっ

た（別添図表38及び39)。

c以上のとおり，前記の伏在断層に関しては，前記aの

露頭において確認された断層，並びに上記bのボーリン

グ調査及びトレンチ調査の結果認められた各断層に連続

すると考えられる一連の断層について，後期更新世以降

の断層活動は認められなかった。

（丙D第5号証26ないし43頁）

被告中国電力は，上記（ア）の調査のほか，前記第(イ）被告中国電力は，上記（ア）の調査のほか，前記第1の 2

（2）オで述べた推定活断層の有無等を確認するため，幅約

150メートル区間のはぎとり調査を実施した。

その結果，成相寺層の流紋岩溶岩（注2－11）と流紋岩

質火山円礫岩とを境する1条の断層が，また，成相寺層の流

紋岩溶岩中に発達する2条の断層が認められた（別添図表4

O)が，いずれも断層面は不明瞭であった。次に，これら3

条の断層のうち，成相寺層の流紋岩溶岩と流紋岩質火山円礫
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岩とを境する1条の断層では，その一部で断層粘土が認めら

れたことから，研磨片観察及び薄片観察を実施した結果，幅

4ミリメートル程度の白色を呈する細粒部が認められたが，

明瞭な面構造は認められなかった。加えて，同断層の連続性

を確認するため，はぎとり調査の南西側でボーリング調査を

実施した結果，同断層の走向・傾斜の延長付近に明瞭なせん

断面は認められなかったことから，同断層の連続性は乏しい

と考えられた（別添図表41）。

以上のことから，はぎとり調査で認められた3条の断層に

ついて，いずれも後期更新世以降の断層活動は認められなか

った。

（丙D第5号証44ないし55頁）

＆
｝

ウ まとめ

耐震設計上考盧する活断層としての宍道断層の東端に関する

加調査の結果は上記ア及びイで述べたとおりであり，被告中追加調査の結果は上記ア及びイで述べたとおりであり，被告中

国電力は，現在のところ，前記第1の2（2）カで述べた同断

層の東端は下宇部尾東であるとした判断について，これを改め

る理由は認められないと考えている。 趾

以上
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